
基本目標１

南丹市障害者計画（平成30年度～令和5年度）施策シート
現状（Plan/Do）　

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

【現状と課題】
子どもの発達上の課題や支援の必要性の早期発見は重要です。
本市では、乳幼児健診等で障がいのある子ども及び発達上の支援を必要と
する子どもの早期発見やこんにちは赤ちゃん訪問事業及び専門的育児支援
事業等に取り組んでいます。
また、保護者が一人で問題を抱え込むことのないよう、乳幼児期の保護者
の不安に応える取り組みを行っています。
【取り組みの方向性】
乳幼児健診等で障がいの早期発見に努めるとともに健診後の相談体制の充
実を図り、子育てに安心感が持てるような支援や対応をめざします。

1

乳幼児の健康保持と成長発達を支援するために、乳幼児期に一貫した健診
を実施するとともに、健診においてきめ細かな相談・指導を行います。そ
の中で、健診で把握された障がいのある子ども及び発達上の支援を必要と
する子どもに対して、訪問や個別相談により早期対応につながるよう、妊
婦健康診査や家庭訪問、乳幼児健康診査等の充実を図ります。
乳幼児健康相談、発達相談、専門的育児支援事業等の相談事業を推進、活
用し、早期療育へとつなげるとともに、乳幼児期から就学期の間の、定期
健康診査等を受ける機会の少ない子どもへの健康維持を図ります。
また、子どもを育てる父母や家族に対し、障がいへの理解の促進を図り、
障がいがあると疑われる子どもの相談や支援等に努めます。

こども家庭課
(旧)保健医療課

計画通りに実施

　乳幼児健診として、乳児前期健診、乳児後期健診、1歳8カ月児健診、2歳5カ月児健診、3歳5カ月児健
診を行った。また、保育所等と連携し、集団での様子を踏まえた上で発達を確認し、健診結果を園と共有し、
連携して発達支援を実施した。健診で発達支援が必要であると判断した児に対しては、子育て相談、家庭訪
問等の対応をし、個別支援を行った。また、専門相談が必要であると判断した児に対しては、子育て発達支援
センターの発達相談、言語相談、ＯＴ相談、発達クリニック、発達支援クリニック等を紹介し、必要時は医療受
診を勧める等、早期の発達支援につなげた。
　また、療育の必要な児に対しては、療育の相談窓口である社会福祉課（子育て発達支援センター）と連携し
ながら、保護者に寄り添いつつ、早期療育の必要性を伝え療育が実施できるように進めてた。

2

乳幼児への早期療育体制を充実するため、児童発達支援事業所「つくし
園」の療育事業を引き続き充実させるとともに、障がいのある子どもや発
達上の支援を必要とする子どもの人数に対応していけるよう、定員の検
討、事業内容の充実等について検討します。対象児増加に伴う児童発達支
援事業の充実や、重度障がい児の療育保障についても検討を行っていきま
す。また、美山、日吉地域の療育の希望に対応できる地域的ニーズの検討
を行います。また、児童発達支援事業を利用しやすいように、子ども発
達・療育支援輸送事業等のきめ細かな事業についても、引き続き実施して
いきます。
南丹市子育て発達支援センターや保健・医療・福祉・教育機関がさらに連
携し、子どもの早期療育体制の充実を図ります。

社会福祉課
(子育て発達支援セン

ター）
計画通りに実施

　子育て発達支援センターの事業として「プレ療育」を実施し、療育利用の優先順位を常時検討しながら、適
正に「つくし園」を利用できるように調整を行った。
療育利用児が子育て発達支援センターの専門相談事業を利用する際は、療育職員も同席することで、発達
の共通理解や個別支援計画等の作成など、療育内容の充実につなげることができた。
　子ども発達・療育支援輸送事業は引き続き実施した。
　早期療育体制の充実が図れるように通園先や医療機関など、関係機関とも連携を密に行った。

3

花ノ木医療福祉センター等で実施されている在宅の重度心身障がい児の健
康維持、自立と社会参加を図るための日常生活動作や運動機能等の訓練、
指導を行う障害児通園事業について、南丹圏域の２市１町と連携をさらに
強めながら、サービスの充実を図ります。

社会福祉課
(子育て発達支援セン

ター）
計画通りに実施

　花ノ木医療福祉センターと個別児童発達支援事業を契約し（亀岡2名南丹市2名京丹波町1名枠）主治医
や並行通園先とも連携しながら、重度自閉症等の障害児2名が毎週1回花ノ木個別療育に通い、サービスの
充実に繋げることができた。

事業項目

（１）障がいの早期発見・早期療育

①母子保健事業の推進

②早期療育体制の充実

③障害児通園事業の充実
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基本目標１

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

事業項目

【現状と課題】
障がいのある子どもがその能力や可能性を最大限に伸ばし、自立と社会参
加をめざすため、一人ひとりに対応したきめ細やかな保育・教育を行うこ
とは重要です。
本市では、関係機関との連携を図り、障がいのある子ども一人ひとりに対
応した保育・教育の充実を図っていますが、障がいのある人の福祉に関す
るアンケート調査では自立支援体制の充実、また、関係団体等のアンケー
ト調査では、教育と福祉等関係機関の連携の強化が求められています。
【取り組みの方向性】
障がいのある子どもや発達に遅れのある子どもが、地域の中でともに育つ
ことができるよう保育・療育・教育等の内容を充実するとともに、障がい
のある子ども一人ひとりの教育のニーズに応じて、適切な教育的支援を行
う体制づくりに努めます。また、関係機関との連携を強化します。

4
○早期発見・早期対応
の充実

低年齢から保育所に入所する障がいのある子ども及び発達上の支援を必要
としている子どもに対する障がい児保育の充実を図り、関係機関との連携
により早期対応に努めます。また、保育所においても、障がいのある子ど
も及び発達上の支援を必要としている子どもの早期発見に努めます。

幼児教育・保育推進課
(旧)子育て支援課

計画通りに実施

　園児の発達に応じて関係機関が連携し、乳幼児からの発達状況を勘案して保育を実施するために保育士
の加配が必要な場合は配置し、障がい児保育の充実を図った。また、遊びを通じて発達段階に応じた活動に
取り組むことで体幹や手指の操作を獲得していけるよう配慮した。
　民間の認定こども園においても加配保育教諭を必要に応じて配置し、適切な保育環境の整備が実施され
た。

5 ○巡回相談事業の充実

子育て発達支援センターが実施している、保育所・幼稚園巡回相談事業を
継続し、一層の充実を図ります。保育所巡回相談事業においては、専門ス
タッフ（心理士、保健師、作業療法士、保育士）による相談・助言の内容
充実を図ります。また、一層の専門的な対応や、就学後の見通しを持った
支援を行うため、関係機関との連携の充実を図ります。

社会福祉課
(子育て発達支援セン

ター）
計画通りに実施

　保育所・幼稚園・子ども園等、南丹市の全ての園に対して、子育て発達支援センターの心理士と作業療法
士が、従来通り巡回相談事業を実施した。また必要時、子育て発達支援センターの相談事業（発達相談、Ｏ
Ｔ相談、言語相談、医師のクリニック等）につなぐことができた。

6
○障がい児保育の充実
に向けて研修の充実

南丹市保育所・幼稚園・幼児学園連絡協議会の公開保育、部会等、障がい
への対応を学ぶ研修や実際の事例から学び合う研修を継続して実施しま
す。また、市全体として障がい児保育の内容を高め、質の維持・継承をめ
ざし、職員研修の充実を図ります。特別な支援を要する幼児への指導が入
園前、就学後も継続していけるように、関係機関や小学校等との連携に努
めます。

幼児教育・保育推進課
(旧)子育て支援課

学校教育課
計画通りに実施

　保育協会等の外部研修や南丹市保育所・幼稚園・幼児学園・認定こども園連絡協議会の部会等での研
修、所園内研修などを通して、保育の内容を高める取り組みなどを行うとともに、特別支援を要する幼児への
指導が継続できるよう関係機関や小学校等との連携を図った。

7

市就学指導委員会の教育相談事業を一層充実させ、各保育所、幼稚園、小
中学校における特別な支援を必要とする子どもの就学先についての指導や
支援を推進します。各学校・園においては、学校内の教育相談や就園就学
指導体制の整備に努めるとともに、障がいの状況を把握し、将来にわたる
自立への見通しが持てるような相談活動の推進に努めます。また、学校見
学や体験入学等により、一人ひとりのニーズに応じた教育内容について検
討し、保護者及び本人の願いや悩みに応える相談に努めます。さらに、必
要に応じて市子育て発達支援センター、たんば地域支援センター等、他機
関における教育相談も活用します。

学校教育課 計画通りに実施

　教育相談事業を一層充実させ、保育所、幼稚園、小中学校における特別な支援を必要とする子どもの就
学先についての指導や支援を推進した。また、各学校・園においては、学校内の教育相談や就園就学指導体
制の整備に努めるとともに、障がいの状況を把握し、将来にわたる自立への見通しが持てるような相談活動の
推進に努めた。
　学校見学や保護者懇談により、一人ひとりのニーズに応じた教育内容について、保護者及び本人の願いや悩
みに応える相談に努めた。さらに、必要に応じて市子育て発達支援センター、たんば地域支援センター等、他
機関における教育相談も活用した。
　教育支援委員会の運営を工夫しながら、対象児童生徒のアセスメントや指導支援とともに就学相談活動を
丁寧に行い、判定協議を進めることができた。

8

すべての子どもがともに学び合い、育ち合う共生社会の形成をめざした教
育を推進します。また、特別支援教育コーディネーターを軸とした各校の
校内推進体制を確立させ、校内委員会を機能的・効果的に実施します。さ
らに、特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒を的確にアセスメント
し、「個別の指導計画」及び「個別の教育支援計画」を活用した指導や支
援の充実に努めます。保・幼・小・中及び特別支援学校との連携について
は、特に「支援ファイル」や「移行支援シート」の活用に努めます。

学校教育課 計画通りに実施

　すべての子どもがともに学び合い、育ち合う共生社会の形成をめざした教育を推進した。また、特別支援教育
コーディネーターを軸とした各校の校内推進体制を確立させ、校内委員会を機能的・効果的に実施した。
　特別な支援を必要とする幼児・児童・生徒を的確にアセスメントし、「個別の指導計画」及び「個別の教育支
援計画」を活用した指導や支援の充実に努めた。保・幼・小・中及び特別支援学校との連携については、特に
「支援ファイル」や「移行支援シート」の活用に努めた。
　通常学級における支援員の配置により、発達特性に応じた児童生徒の学びを促すための支援を充実するこ
とができた。また、研究会を通して支援員の役割について認識を深めることができた。
　4年ぶりに「育ち合う子らの集い」を実施した。「違い」を理解し、「同じ」を実感する事に取り組み、心のバリアフ
リー意識を育む機会とすることができた。

（２）保育・教育の充実

②教育相談の充実

③特別支援教育の推進
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①保育所、幼稚園での
障がい児保育・教育の
充実
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基本目標１

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

事業項目

9

市就学指導委員会における調査・相談事業を一層充実させ、特別な支援を
必要とする子ども一人ひとりの将来の自立と社会参加を見据えた就学先に
ついて、総合的な判断のもとに継続的な指導や支援に努めます。また、各
学校においては、全校的な指導体制のもと、教育活動の集大成としての進
路指導を推進します。

学校教育課 計画通りに実施

　教育相談事業を一層充実させ、保育所、幼稚園、小中学校における特別な支援を必要とする子どもの就
学先についての指導や支援を推進した。また、各学校・園においては、学校内の教育相談や就園就学指導体
制の整備に努めるとともに、障がいの状況を把握し、将来にわたる自立への見通しが持てるような相談活動の
推進に努めた。
　学校見学や保護者懇談により、一人ひとりのニーズに応じた教育内容について、保護者及び本人の願いや悩
みに応える相談に努めた。さらに、必要に応じて市子育て発達支援センター、たんば地域支援センター等、他
機関における教育相談も活用した。
　教育支援委員会の運営を工夫しながら、対象児童生徒のアセスメントや指導支援とともに就学相談活動を
丁寧に行い、判定協議を進めることができた。

10

「インクルーシブ教育の構築」、「障害者差別解消法」の施行等、特別支
援教育に係る今日的な課題についての教職員研修と啓発活動を推進しま
す。また、特別支援教育の充実に向けて、特別支援学校、医療関係、福祉
関係等の人材活用及び特別支援教育コーディネーター、特別支援学級担
任、特別支援教育支援員等の研修講座の充実を図ります。

学校教育課 計画通りに実施

　特別支援教育の充実に向けて、特別支援学校、医療関係、福祉関係等の人材活用及び特別支援教育
コーディネーター、特別支援学級担任については、京都府総合教育センター講座等の活用や南船地域の教育
研究会に参加し、特別支援教育の充実を図った。
　各校及び各中学校ブロックでの研修は工夫して取り組んだ。障がいによる特別な支援の必要な幼児児童生
徒の理解と指導交流を行い、特別支援教育の充実を図った。

④進路指導の充実

⑤職員研修の充実
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基本目標１

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

事業項目

【現状と課題】
発達障がいのある子どもは年々増加傾向にあります。障害者手帳等を所持
していない子どもに対しても発達障がいの特性を理解し、一人ひとりに対
応したきめ細やかな保育・教育を行うことは重要です。
本市は、発達支援相談事業の実施や教職員・関係者による連携交流会を実
施する等、発達障がいのある子どもへの支援の充実を図っています。
アンケート調査では、障がいのある子ども及び障がいへの理解の周知・啓
発が求められています。
【取り組みの方向性】
発達支援相談事業の実施や教職員・関係者による連携交流会を実施する
等、関係機関との連携を強化し発達障がいのある子どもへの支援の充実を
図ります。
また、発達障害への理解促進を図ります。

11
早期発見とは子どもの障がいの発見に限らず、育児上の支援が必要である
場合も含まれます。保護者が相談により子どもの発達に見通しを持ち、育
児をしていく上で安心感が持てるような支援をめざします。

社会福祉課
(子育て発達支援セン

ター）
計画通りに実施

　各種相談でそれぞれの専門職が連携しながら子どもの特性を確認し、保護者へ関わり方の理解を促す助言
を行った。また、就園先等とも連携しながら、子育てをとりまく環境の中で安心して子育てができるように育児支
援を行った。

12

発達障がいのある子どもや発達上の支援を必要とする子どもと保護者が、
自ら安心して相談を受けられるように、保健医療課、子育て支援課、社会
福祉課、子育て発達支援センター、学校教育課、障害者支援相談員等の相
談対応を充実し、保育所・幼稚園・学校との連携を一層図ります。また、
学齢児以上のニーズに応えるため、発達障がいのある子どもに関する相談
窓口となる機能やシステムの充実を図ります。

社会福祉課
(子育て発達支援セン

ター）
計画通りに実施

　発達支援相談事業として、発達相談・ＯＴ相談・言語相談・発達クリニック・発達支援クリニックを実施し、18
歳まで相談事業が利用できることを啓発した。
　支援内容の共通理解のために、関係機関との連携も密に行った。
　支援ファイルや移行支援シートの配布を行い、入学に向けてズムーズに移行ができるよう調整を行った。

13
発達障がいのある子どもに対し、その症例や支援の方法に対する適切な対
応ができるよう、教職員や関係者による研修を行います。また、周囲の理
解が得られるよう、発達障がいに関する啓発に努めます。

社会福祉課
(子育て発達支援セン

ター）
計画通りに実施

　ファミサポ講習会の講座や療育支援担当職員向けに発達障がいに関する研修会を行った。また、センター職
員主催で保育所の加配担当や会計年度任用職員に対しても発達障害の理解を深めるための研修を実施し
啓発ができた。保育所からの依頼で、児童と保護者を対象とした、講話と親子遊びからなる「保護者会」を実
施した。

14

発達障がいの早期発見と早期療育のために乳児健診等の母子保健事業との
連携を図るとともに、継続した支援を行うため教育機関とも連携し、特別
支援教育体制の構築に努めます。また、療育では個別の状況に応じた乳幼
児期からの個別支援計画の作成等、母子保健事業・障害者福祉・教育関係
の協働による支援体制の整備に努めます。

社会福祉課
(子育て発達支援セン

ター）
計画通りに実施

　乳幼児健診で心理士・作業療法士が直接の相談を行いながら母子保健事業とも連携を行った。学校教育
課・社会教育課とも連携を行い、福祉の支援体制や現状を共有する機会がもてた。療育では、個別支援計
画を作成し保護者との共通理解を深めるとともに、保護者を含めた関係機関との話し合いの場を設けて共通
理解を図った。

【現状と課題】
障がいのある子どもが放課後あるいは、夏休み等の長期休業中に安心して
過ごせるよう、安全にかつ安心して活動できる子どもの居場所（活動拠
点）の確保は重要です。
本市では、放課後児童健全育成事業において、保護者との面談や支援員の
研修等を実施し、障がいのある子どもの受け入れ体制の充実に努めていま
す。
【取り組みの方向性】
子ども子育て支援事業との連携を図りながら、放課後等の障がいのある子
どもの居場所確保に努めるとともに、障がいのある子どもに様々な体験活
動の場や機会を提供できるように努めます。

15

学齢期にある障がいのある子どもの放課後や学校休暇期間中の生活の充実
を図るために、保護者が就労している障がいのある子どもの放課後児童ク
ラブでの受け入れを検討するとともに、放課後等デイサービス事業所を増
やし、より身近な地域で利用しやすくします。また、障がいのある子ども
の放課後や学校休暇期間中の活動の場である地域活動支援事業の充実を図
ります。

社会福祉課

社会教育課
計画通りに実施

　利用申込みがあった時点で、保護者との面談を行うとともに、小学校や発達支援センターなどの関係機関か
らも状況を聞き取りし、入部の可否を決定している。放課後デイサービスの受け皿が少ないこともあり、児童クラ
ブとの併用も見受けられる中、現場支援員においても適切な対応ができるよう特別支援に係る全体研修も実
施した。児童クラブにおいては可能な限り、入部希望児童の受入を行っているが、それに特化して支援員配置
を増員できる現状ではないため、専門的立場の計画相談員や事業者と連携を図り、アドバイスを受けながら対
応した。

16

放課後等デイサービス事業所の活用を促進し、利用しやすい体制を整えら
れるよう、関係機関の連携を図ります。また、見守り等の支援が必要な障
がいのある人等の日中における活動の場を確保し、介護している家族の就
労支援や一時的な休息を図ることなどを目的とする地域支援事業日中一時
支援事業の活用等についても充実を図ります。

社会福祉課 計画通りに実施
　市内に開設されている6か所の放課後等デイサービス事業所において、生活能力向上のための訓練などの
サービスを適切に受けられるよう促進することができた。また、日中一時支援事業についても適切なサービスが受
けられるようサービス提供事業所との契約推進を図った。

（３）発達障がいなどの理解と支援の充実

①支援の必要な子どもへの対応

②発達相談事業

③発達障がいの理解の促進

④関係機関等の連携と協働

（４）放課後活動等の充実

①放課後、学校休暇期間の生活の充実

②放課後等デイサービス事業所の活用
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基本目標１

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

事業項目

【現状と課題】
障がいのある子どもの成長に応じた相談が行えるよう、関係機関等との連
携を図り、相談体制の充実を図っています。
【取り組みの方向性】
障がいのある子どもが、できる限り身近な環境で適切な療育を受けられる
ように、在宅生活の支援の充実に努めます。また、生涯にわたって障がい
のある子ども一人ひとりに応じた支援ができるよう、相談窓口の充実、就
業支援活動の支援等に努めます。

17

障がいのある子どもの自立と社会参加をめざした進路の検討を進め、家庭
や地域とともに自らの進路を切り開く力を育てる指導を充実させることに
より、個性に応じた積極的な進路選択の支援を継続します。障害者就業・
生活支援センター・特別支援学校・障害者支援事業所・相談支援機関・学
校・行政機関・ハローワーク・企業等の連携を強化し、障がいのある子ど
もの特性や発達状況に適した進路指導を推進します。また、中学校におい
ては早期からの職業体験等の就労支援を行い、進路選択の幅を広げるため
の指導や支援に努めます。

学校教育課 計画通りに実施
　市教育支援委員会における調査・相談事業を一層充実させ、特別な支援を必要とする子ども一人ひとりの
将来の自立と社会参加を見据えた就学先について、総合的な判断のもとに継続的な指導や支援に努めた。ま
た、各学校においては、就学・教育相談活動を重視した進路指導を推進した。

18

保育所・幼稚園・小学校・中学校・高等学校・特別支援学校等との間で
の、障がいのある子ども一人ひとりの成長に応じて一貫した相談が行える
よう、連携を図ります。また、進路指導との連携を図り、生涯の自立と社
会参加につながる支援を行います。

社会福祉課
学校教育課

幼児教育・保育推進課
(旧)子育て支援課

計画通りに実施
　障がいのある子どもの成長に応じた相談が行えるよう関係機関や小学校等と連携を図るとともに、市教育支
援委員会等を通じて一人ひとりの発達や障がいに応じた就学指導を図った。

19

南丹圏域の行政、福祉関係機関、教育、企業等が連携し、地域課題を洗い
出し、めざすべき地域の姿について共有を行うとともに、障がいのある人
の自立と就労の支援を進めるため、南丹圏域でのネットワークの充実を図
ります。障がいのある子どもに、就学時だけでなく、就労時においても継
続した支援を行い、生活の自立を促進します。

社会福祉課 計画通りに実施
　南丹圏域の障害者施策については、京都府南丹保健所が中心となり、南丹圏域障害児者総合支援ネット
ワーク（ほっとネット）を設置し、地域課題を洗い出し、目指すべき地域の姿について共有を図った。

（５）自立と社会参加のための支援

①進路指導体制の充実

②一貫した相談体制の連携

③支援ネットワークの構築
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基本目標２

南丹市障害者計画（平成30年度～令和5年度）施策シート
現状（Plan/Do）　

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

（1）雇用・就労の支援

【現状と課題】
障害者施策の基本理念であるノーマライゼーションの実現のためには、障
がいのある人がその能力に応じて可能な限り働くことができるようにする
ことが重要です。
本市では、基幹相談支援センターを中心に障害者就業・生活支援センター
との連携を図り、障がいのある人の雇用・就労を支援しています。
アンケート調査では、障がいのある人が安心して就労及び就労継続できる
ようにするためには、雇用や就労の支援に加え、職場や一緒に働く方へ障
がいへの理解の周知・啓発、関係団体等アンケート調査では就労支援に加
え就労定着支援が求められています。
【取り組みの方向性】
啓発活動や障がいのある人に対する就労前後の支援体制の充実を図り、雇
用の拡大を促進します。
また、一般企業等で働くことが難しい障がいのある人が、身近な地域で就
労できるように、福祉的就労の場の充実を図ります。

20

障害者雇用率制度の周知を図り、雇用率未達成企業の解消を促進します。
また、毎年９月の「障害者雇用支援月間」を中心に、障がいのある人の雇
用の促進を図るための啓発活動を積極的に行います。さらに、企業におけ
る障がいのある人への理解と啓発を深めるための福祉教育・研修等の実施
を支援します。

社会福祉課 一部、実施した
　南丹市基幹相談支援センターやなんたん障害者就業・生活支援センターとの連携により、障害者や
企業の相談対応を行った。南丹圏域障害児者総合支援ネットワーク（ほっとネット）と連携して、啓発活
動を実施している企業への働きかけの検討が必要。

21
知的障がいのある人が一定期間、事業経営者のもとで生活し、職業訓練を
受けて一般雇用をめざす職親制度の普及・啓発に努めます。

社会福祉課 実施していない 　障害者就業・生活支援センター等と連携しながら検討が必要。

22

日常生活をおくるために必要な能力や身体の機能向上を図るため、「生活
訓練」や「機能訓練」を推進します。
一般企業への就職を希望する人に対して、一定期間、一般企業への雇用移
行支援を行う「就労移行支援」を推進し、それぞれの人にあった職場探し
を支援します。
一般企業への就労が困難な人に対して、働く場を提供するとともに、知識
及び能力の向上のために必要な訓練を行う、「就労継続支援」を推進しま
す。

社会福祉課 計画通りに実施
　就労移行支援、就労継続支援Ａ型の利用が増加しており、障害者の就労に対する支援を継続して
行った。また、障害の重度化や孤立化に備えて住み慣れた地域で安心して生活できるよう支援する「地
域生活支援拠点等」の利用はなかったものの、体制整備について圏域で検討するなど連携を図った。

23
障がいのある人の就労を促進するため、南丹市基幹相談センターやなんた
ん障害者就業・生活支援センター等、関係機関との連携を強化します。

社会福祉課 計画通りに実施
　基幹相談支援センターを中心に障害者就業・生活支援センターと連携することで、障がい者の就労
促進を図った。

24
職業適応援助者（ジョブコーチ）の育成と確保に努め、障がいのある人の
職場適応への必要な助言等を行い、職場への定着を支援します。

社会福祉課 実施していない 　他機関との連携により検討が必要。

25

福祉的就労施設、作業所への運営費の助成及び施設・作業所への通所に要
する交通費の補助等を行う等、安定した事業所経営を支援します。また、
産業や福祉、ＮＰＯ法人等の関係団体と連携し、障がいのある人が作製し
た製品のＰＲ及び販売を支援します。さらに、それぞれの就労場所に応じ
て、その風土や特徴を生かした仕事に取り組むため、地域との交流、連携
を促進します。

社会福祉課 計画通りに実施
　作業所等通所支援事業として交通費を助成し、利用者の経済的負担を少なくしてきた。また、障害
者就労支援ネットワーク運営事業として、商品・作業パンフレットを作成することで就労継続支援事業
所の経営基盤を強化するとともに、利用者の就労の場の確保を図った。

26
障がいのある人の就労促進や居場所を創造するとともに、障がいのある人
をはじめ地域の多種多世代の人々が地域の「担い手」を育む京都式地域共
生社会づくりを南丹圏域で取り組みます。

社会福祉課 計画通りに実施
　保健所を中心に協議会を開催し、市内の就労継続支援Ｂ型事業所が参画している。地元の農家と
の連携や農業改良普及センターからの情報提供、視察、研修に取り組んでいる。

事業項目

①障がい者雇用の理解と啓発

②職親制度の普及・啓発

③障がい福祉サービスにおける支援の推進

④障害者就業・生活支援センターの充実

⑤職場への定着支援

⑥福祉的就労の支援

農福連携
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基本目標２

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

事業項目

【現状と課題】
本市では、ハローワークをはじめ関係機関との連携を図り、多様な就労機
会の創出に努めてきました。
しかし、障がいのある人の就労機会は充実しているとは言えない状況で
す。
【取り組みの方向性】
行政をはじめ支援事業所、民間企業等との連携を強化し、啓発活動や障が
いのある人に対する就労前後の支援体制の充実を図り、雇用の拡大を促進
します。

27

ハローワークや支援事業所との連携を図り、障害者試行雇用事業（トライ
アル雇用事業）を活用し、障がいのある人を一定期間、試行的に雇用する
機会を提供して本格的な雇用に取り組むきっかけづくりを推進します。ま
た、企業や事業主に対して各種助成制度の周知及び活用を促進し、障がい
のある人の雇用に関する相談体制の充実を図ります。

社会福祉課 一部、実施した
　一般就労の希望がある障がい者からの相談については、障害者就労・生活支援センターやハローワー
クと連携して、障がい者の雇用につながる支援を行った。

28
新たに各種学校を卒業する障がいのある人や、障害福祉サービスによる就
労支援を受けている人等に、就労の機会を広げるため、教育機関やサービ
ス事業所、ハローワーク等の連携を図ります。

社会福祉課 一部、実施した
　各種学校を卒業する障がいのある人については、支援学校等が実施する進路相談や京都府家庭支
援総合センターが実施する地域生活相談により、卒業後の進路選択や地域地域生活について関係機
関と協議や連携を図った。

29
難病患者やその家族の相談に応じるほか、相談会や訪問等を行う等、難病
患者の療養生活への支援を円滑に行うため、保健所との連携を進めていき
ます。

健幸まちづくり課
(旧)保健医療課

計画通りに実施

　保健所が実施する相談日の広報を行い、市民から相談があった場合は地域包括支援センターやケア
マネージャーと連携し、難病患者の支援を行った。
　また、南丹保健所難病対策地域協議会に参加し、難病患者の支援体制に関する課題について情
報の共有、体制整備についての協議を行った。

【現状と課題】
スポーツ・レクリエーション活動や芸術・文化活動は、障がいの有無にか
かわらず、ゆとりやうるおいのある生活をおくることができるために必要
です。
障がいのある人の生活をより豊かなものにし自己実現を図ることができる
ようにするため、スポーツ・レクリエーション活動や芸術・文化活動を促
進します。
【取り組みの方向性】
スポーツ・レクリエーション活動や芸術・文化活動の促進を図るととも
に、気の合う仲間や自分を理解してくれる仲間づくりを支援します。

30
障がいのある人が安全に楽しみながらスポーツ活動等に参加できるよう
に、障がい者スポーツ大会等への参加を支援します。

社会福祉課 計画通りに実施
　南丹市身体障害者福祉会では年間を通じ京都府等が開催する各種スポーツ大会へ参加するととも
に、独自に各種大会を開催し生きがいづくりの促進に努めた。

31
障がいのある人がレクリエーション活動や芸術・文化活動を楽しみながら
行える場を提供します。

社会福祉課 計画通りに実施
　南丹市身体障害者福祉会により年間を通じ京都府等が実施する各種レクリエーション大会等に参加
した。また、南丹市身体障害者福祉会福祉大会を開催することで、障がいのある人の社会参加の促進
に努めることができた。

32
精神的な不安のある方に対して、情報交換・手作業・調理実習等を介して
得られる社会的交流の場を提供します。

社会福祉課 計画通りに実施
　年間18回を4地域の会場で実施した。1回あたりの参加者数が少ないこともあるが継続的に実施する
ことで、対象者の孤立・孤独の防止と活動の機会の支援を行うことができた。

（２）関係機関の連携と多様な就労機会の創出

①ハローワークとの連携

②教育・福祉との連携体制

③難病対策推進事業の保健所との連携

（３）生きがいづくりの促進

①スポーツ活動への参加

②芸術文化活動の開催

③グループワーク事業

２　

働
く
場
や
生
き
が
い
の
創
出
の
た
め
に
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基本目標２

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

事業項目

【現状と課題】
広大な面積を有する南丹市において、障がいのある人の社会参加の機会の
増大や行動範囲の拡大に交通手段を含む外出・移動支援は非常に重要で
す。
アンケート調査では、地域での生活を充実させるため、障害福祉サービス
の中でも「外出のときの支援」の必要性や障がいのある人の外出を促進す
るために、ガイドヘルパー等の確保が求められています。
【取り組みの方向性】
利用しやすい交通環境づくりや移動手段の確保等総合的な対策を図るとと
もに、外出支援体制として、ガイドヘルパーの育成を図ります。

33

すべての人が安全かつ容易に移動できるように、フリー乗降区間の設定の
活用や低床バス、デマンドバス（タクシー）等、交通弱者にとって大変重
要な施策の活用の推進を図ります。またＪＲ山陰線の各駅、及び周辺地区
におけるバリアフリー化を促進します。

地域振興課
建設整備課
(旧)都市計画課

計画通りに実施
　市営バスの車両について、乗降口の段差の低いノンステップ中型バスによる運行を行った。市営バス・
デマンドバスでは、フリー乗降区間を設定した運行とし、日常生活を支える移動手段として利便性の確
保に努めた。また、JR胡麻駅について、利便性の向上・バリアフリー化にむけた改修工事を実施した。

34
地域生活支援事業の活用により、障がいのある人の移動を支援し、社会参
加の促進を図ります。

社会福祉課 計画通りに実施
　移動支援事業（ガイドヘルパー）による外出時等の支援を実施することで、障がいのある方の社会参
加の促進を図った。
　※実利用者数：20人　延べ利用時間：447.5時間

（４）外出・移動の支援

①移動環境の整備

②移動支援事業の活用
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基本目標３

南丹市障害者計画（平成30年度～令和5年度）施策シート
現状（Plan/Do）　

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

【現状と課題】
疾病の予防には、食生活・運動・休養のバランスのよい生活を日常的にお
くること等が重要です。また、早期発見のために健康診査等の受診は重要
です。
「南丹市健康増進計画・食育推進計画」に基づき、市民の健康への意識づ
けや生活習慣病の予防に結びついた健康づくり対策を進めています。
関係団体等アンケート調査では、障がいの早期発見と早期対応や医療ケア
に対応していくため、保健・医療施策との連携を強化していくことが求め
られています。
また、障がいのある人の高齢化に伴う介護保険制度とのサービス等の連携
強化が必要です。

【取り組みの方向性】
関係機関等との連携を強化するとともに、人材の育成に努めます。

35
疾病の発生を未然に防ぎ、健康づくりを支援するため、健康診査の充実に
努めるとともに、受診を働きかけます。また、健診後のフォロ一体制の充
実に努め、早期治療へとつなげます。

健幸まちづくり課
(旧)保健医療課

計画通りに実施

　集団健診（基本健康診査、各がん検診）を23日間（その内1日は受診環境整備の一環として休日健診）を
実施した。例年通り、個別健診を協力医療機関で実施した。
　令和5年度から予約申し込みの利便性向上のため、健診予約システムを導入し、Web予約を開始し、併せて
コールセンターの設置を行った。集団健診受診者に対して結果報告会を開催し保健指導を実施、精密検査
の必要な人には受診を促して早期治療へとつなげた。
　〇集団健診受診者数：(R5年）4,240人

36
南丹市健康増進計画、食育推進計画などと連携を図り、乳幼児期から高齢
期までの年代ごとの課題に応じた健康づくりを推進します。

健幸まちづくり課
(旧)保健医療課

計画通りに実施

　第２次南丹市健康増進・食育推進計画に基づき、住民一人ひとりが生涯を通じて健康でいきいきと暮らせる
まちを目指し、「なんたん健幸都市プロジェクト」を展開し、「なんたん健幸ポイント」を事業のハブとして、健幸ま
ちづくりを推進した。また、健幸・食育レシピコンテスト事業では、応募作品が給食のメニューとなり、食育を中心
とした幼少期からの健康教育に繋がった。
　新型コロナウイルスが５類に移行し、コロナ禍前のような社会経済活動への回復とともに、個人のウォーキング、
健診だけでなく、スポーツ協会主催のウォーキングイベントなど市内の連携イベントも増え、健幸ポイントをハブと
した市まるごと健幸づくりを推進した。

37
障害者医療については、府制度から対象者を拡大した市制度として、身体
障害者手帳３・４級、療育手帳Ｂ、精神保健福祉手帳所持者を対象として
事業実施します。

社会福祉課 計画通りに実施
　福祉医療については、府制度から対象者を拡大した市制度として、身体障害者手帳３・４級、療育手帳Ｂ、
精神保健福祉手帳所持者を対象として事業実施した。

38

医師会、歯科医師会との連携のもと、休日や夜間を含め、住民が必要なと
きに適切な治療を受けることができるように、医療体制の充実に努めま
す。また、医療機関や行政との連携会議等の開催により、医療体制の充実
に向けた方向性を検討していきます。

地域医療室 計画通りに実施
　京都府、医師会、歯科医師会、京都中部総合医療センター等と連携し、医療体制の充実を図った。
　へき地過疎地等での受診機会の確保のため、南丹市国民健康保険南丹みやま診療所、同美山林健セン
ター診療所を運営した。

39
医療機関等と連携しながら、医学的なリハビリテーション体制の充実に努
めます。また、医療的リハビリテーションは各医療機関で実施し、地域リ
ハビリテーションの充実を、府の事業を利用しながら整備していきます。

健幸まちづくり課
(旧)保健医療課

一部、実施した
　南丹圏域地域リハビリテーション支援センターと連携し、地域リハビリの推進に向けての検討会に参加し情報
交換と検討を行った。
　地域での介護予防推進のため、介護予防サポーターの養成を行い、地域での教室運営の支援を行った。ま
た、養成したサポーターのスキルアップのため、研修会を行う等地域ぐるみでの健康長寿の延伸をめざした。

事業項目

（１）保健・医療サービスの充実

①健康診査の充実

②生涯を通じた健康づくりの推進

③医療費助成制度の実施

④医療体制の充実

⑤リハビリテーション体制の充実

３　

す
こ
や
か
な
く
ら
し
の
た
め
に
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基本目標３

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

事業項目

【現状と課題】
障害福祉サービス等は、難病患者も利用できますが、まだ周知が十分でな
い状況となっています。
【取り組みの方向性】
難病患者への障害福祉サービス等利用の周知はもちろんのこと、家族の方
の負担を軽減する支援の充実に努めます。

40
難病患者とその家族の療養上の不安や介護の負担を軽減するなど、適切な
在宅支援を行うため、保健・医療・福祉が連携した地域ケア体制の充実に
努めます。

健幸まちづくり課
(旧)保健医療課

社会福祉課
計画通りに実施

　南丹保健所難病対策地域協議会に参加し、難病患者の支援体制に関する課題について情報の共有、体
制整備についての協議を行った。
　また、難病患者とその家族の療養上の支援のため、地域包括支援センター及び基幹センターの相談員を中
心として、地域包括ケア体制を確立するため、保健・医療・福祉が連携した。

【現状と課題】
年々増加している精神に障がいのある人への支援の充実を図っているもの
の、まだ十分ではない状況となっています。

【取り組みの方向性】
精神に障がいのある人が、住み慣れた地域で住み続けられるよう、地域ぐ
るみでの支援の充実を図ります。

41
精神的な不安のある方に対して、精神保健福祉推進家族会と連携しながら
社会的交流の場を提供します。

社会福祉課 計画通りに実施
　精神的な不安のある方に対して、精神保健福祉推進家族会と連携しながら年間１８回の交流会等を実施
した。

（２）難病患者への支援の充実

①難病患者への支援

（３）精神保健福祉施策の推進

グループワーク事業【再掲】
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基本目標４

南丹市障害者計画（平成30年度～令和5年度）施策シート
現状（Plan/Do）　

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

（１）相談体制の充実

【現状と課題】
障がいのある人がサービスを利用し、地域で自立した生活をおくるために
は必要とするサービスを適切に選択し、自己決定する必要があります。
アンケート調査では、既存の情報提供の充実はもちろんのこと必要な情報
が必要な人に行き渡るように、情報提供のさらなる充実や相談支援事業者
等の機能充実が求められています。また、関係団体等アンケート調査で
は、障がいのある人のみならず家族への相談体制の強化が求められていま
す。
【取り組みの方向性】
相談内容によりどこに行けばよいのか等を分りやすく周知するとともに、
一人ひとりの状況に対応できる相談窓口の充実に努めます。
また、様々な困難を抱える方や地域支援者等の相談につながる「入口」の
機関となり、問題を早期に発見し、専門機関と連携して解決に導くことを
目的とした総合相談窓口（2020年設置予定）による相談体制の充実を図り
ます。

42
市役所における相談に関する情報提供、相談対応の充実に努めるととも
に、障害者基幹相談支援センターを中心に、各関係機関と連携して相談体
制の充実を図ります。

福祉相談課
社会福祉課

計画通りに実施

　福祉の総合相談窓口において、あらゆる分野の相談を受け付けて対応した。令和5年度に福祉相談課が対
応した新規相談45件のうち、傷病・障がいが関係する相談は9件あった。
　相談内容を聞き取り、障がいに関する相談があれば、福祉相談課と社会福祉課で情報共有し、連携して相
談に対応した。
　また、障がい者支援ネットワーク会議において、障害者基幹相談支援センターのほか、関係機関・事業所と情
報を共有することができた。

43

市の関係課、市内の相談支援事業所や地域活動支援センターと連携し、相
談窓口として必要な情報の共有と専門性の確保、向上を行い相談体制の充
実に努めます。また、身体障害者相談員・知的障害者相談員・精神障害者
相談員の活動の支援等を行い、障がいのある人やその家族が身近に相談で
きる体制の充実を図ります。今後、国制度の改正に伴い地域の相談支援の
拠点として、総合的な相談業務（身体障がい・知的障がい・精神障がい）
をワンストップで応じる障害者基幹相談支援センターを中心に支援体制の
充実を図ります。相談支援事業所では、障害福祉サービスを利用するすべ
ての障がいのある人のサービス利用計画を作成し、きめ細かな支援を促進
します。また、相談支援の質の向上、調整のため、相談支援機能強化事業
を実施します。

社会福祉課 計画通りに実施

　毎月の地域活動支援センター会議により情報共有を図るともに、地域の障害者相談員による「なんでも相談
日」を開催することで、当事者や家族の目線に立った相談対応・支援を行った。また、基幹相談支援センター等
機能強化事業により、社会福祉課内に障害者基幹相談支援センターを設置し、２～３名の相談員体制で当
事者家族等からの相談に応じ情報提供助言を行い総合的・継続的に支援を行った。

44

身体障害者相談員・知的障害者相談員・精神障害者相談員、こころの健康
推進員や民生・児童委員等に対し、障がいについての情報提供や研修等を
積極的に行い、障がいのある人の生活を守るため、地域での相談機能の強
化を図ります。

社会福祉課 計画通りに実施

　身体・知的・精神相談員を旧町単位で配置し、毎月各地域で「なんでも相談日」の相談事業を実施した。ま
た、相談員研修を行うことで、障がいに関する共通認識を高めた。
　民生・児童委員に対して障害者相談員のチラシを配布することで、地域で活動する「障害者相談員」の周知
を図った。

45
相談に関する関係機関との連携を図り、情報を共有することで、いつでも
一貫した情報提供ができる体制を整えるとともに、個々に対応した適切な
相談体制の確立を図ります。

社会福祉課 計画通りに実施
　障害者支援ネットワーク会議や地域活動支援センター会議、相談支援事業所会議を開催することで情報共
有し、相談支援体制のネットワークを構築した。

【現状と課題】
様々な媒体を活用した情報提供体制の充実に努めています。
アンケート調査では、既存の情報提供の充実はもちろんのこと、必要な情
報が必要な方に行き渡るよう情報提供のさらなる充実が求められていま
す。
【取り組みの方向性】
障がいの有無にかかわらず、必要な情報が必要な方に行き渡るよう情報提
供体制の充実に努めます。

46

聴覚障がい者・言語障がい者にFAX等を活用した情報提供を図ります。ま
た、障がい者福祉のあんない版冊子の発行のほか、インターネットや携帯
電話のホームページ、メール等、多様な情報伝達手段の活用等も研究し、
情報提供体制の充実に努めます。

社会福祉課 計画通りに実施
　WEBやSNS等による情報配信や手話通訳者の派遣等による情報提供を実施した。また、広域消防組合が運
用開始している「Net119緊急通報システム（音声で会話することが困難な方のために、スマートフォン等からイン
ターネットを利用して119番通報ができるサービス）」の普及に努めた。

47
情報媒体のアクセシビリティに配慮し、障がいのある人が扱いやすく、手
に入れやすい情報の提供方法の研究・普及を図ります。

社会福祉課 一部、実施した
　市ホームページではデータ放送（音声）の積極的な活用、「障がい者福祉のあんない版」については内容を項目
ごとに分割して掲載するなど、掲載方法を工夫することで情報取得等の利便性を図った。

事業項目

①相談窓口の充実

②相談支援の充実

③地域における相談活動の充実

④相談支援体制の強化

（２）情報体制の充実

①情報提供体制の多様化

②情報提供体制の整備

４　

自
立
し
た
生
活
を
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く
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た
め
に
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基本目標４

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

事業項目

【現状と課題】
2012年（平成24年）に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援
等に関する法律（障害者虐待防止法）」の施行、や2016年（平成28年）に
「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消
法）」、「成年後見制度の促進に関する法律」の施行等、権利擁護に関す
る法律や制度は時代とともに変化しています。法律や制度に基づき権利擁
護の充実を図り、障がいのある人の尊厳が重んじられ、その尊厳にふさわ
しい生活が保障されるよう障がいのある人の権利擁護を推進することが必
要です。
【取り組みの方向性】
虐待や差別、成年後見制度に関する法律や制度に基づき、権利擁護の充実
を図ります。

48

判断能力が不十分な知的障がいのある人、精神障がいのある人、高齢者の
権利を守ることができるように、成年後見制度の利用促進を図ります。ま
た、身寄りがない等の理由から制度の利用が困難な障がいのある人に対し
ては、市長による申し立てを積極的に行い、当事者の権利擁護を図りま
す。

福祉相談課 計画通りに実施

 　南丹市権利擁護・成年後見センターにおいて、成年後見に関する相談対応は、令和5年度に57件あり、その
うち、障がい者に関する相談は11件あった。また成年後見制度利用支援事業においては11件の報酬助成を決
定した。弁護士・司法書士の専門相談は6件の利用があった。
　本センター運営委員会については3回開催し、事業や個別ケース対応について協議するなど適正な運営を行っ
た。

49
社会福祉協議会が推進する日常生活自立支援事業について支援し、制度の
浸透に努めます。

社会福祉課 計画通りに実施
　障害者基幹相談支援センターが、障害福祉事業者や相談支援事業者、地域包括支援センター等と連携
し、地域福祉権利擁護事業の利用が必要な方に対して制度の紹介や利用に向けた援助を行った。

50
相談支援事業の強化や事業所等との連携により、障害者虐待の未然防止や
早期発見に努めるとともに、虐待が発生した場合には、専門的知見を活用
し、迅速かつ適切な対応及び支援に努めます。

社会福祉課 計画通りに実施
　相談支援事業の強化や事業所等との連携により、障害者虐待の未然防止や早期発見に努めるとともに、虐
待が発生した場合には、迅速かつ適切な対応及び支援ができる体制整備に努めた。

【現状と課題】
障がいのある人が、地域の中で生活することができるように、その利用
ニーズに応じた住まいを確保することが必要です。
【取り組みの方向性】
グループホーム等、障がいのある人が自立した生活をおくるために必要
な、住居等の整備を促進します。

51
障がいのある人の住み慣れた地域での暮らしを支援するとともに、入所施
設から地域生活への移行を促進する観点からも、グループホーム事業等へ
の支援に努めます。

社会福祉課 計画通りに実施
　地域生活への移行を希望する障がい者の福祉向上を図るため、社会福祉法人等が行うグループホームの整
備に要する経費に対しする補助金交付要綱を設けているが、今年度は補助金申請はなかった。

【現状と課題】
障がいのある人が、福祉サービス等を適切に組み合わせ、地域の中で安心
して生活することができるように、保健・医療・福祉サービス等の調整を
図る地域包括ケアシステムの構築は重要です。
また、基幹相談支援センターを設置し、障害者施策に関する連携体制を整
えています。
【取り組みの方向性】
行政と地域住民や関係団体、福祉サービス提供事業者等との連携を強化
し、地域包括ケアシステムの構築に努め、包括的なサービスの提供をめざ
します。

52
行政と地域住民や関係団体、福祉サービス提供事業者等との連携により、
総合的なケアマネジメントシステムの構築に努めます。

社会福祉課 計画通りに実施
　障害者基幹相談支援センターを社会福祉課内に設置し、障害者施策に関する連携体制を取った。包括的
なケアマネジメントシステムの構築を目指して、福祉相談課、高齢福祉課、地域包括支援センター、障害者基
幹相談支援センターとの連携会議を２ヵ月に１回開催した。

（３）権利擁護体制の充実

①成年後見制度の利用促進

②日常生活自立支援事業の推進

③障害者虐待防止対策の強化

（４）生活の場の確保

①グループホーム事業等への支援

（５）ケアマネジメントのシステムづくり

①ケアマネージメントシステムの構築

４　
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基本目標５

南丹市障害者計画（平成30年度～令和5年度）施策シート
現状（Plan/Do）　

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

（１）だれもが住みやすいまちづくり

【現状と課題】
障がいのある人の社会参加を促進する上で、障がいのある人のみならず、
子どもや高齢者等、だれもが円滑かつ快適に、施設や公共交通機関等を利
用できるようにする、ユニバーサルデザインのまちづくりを進めることが
必要です。
アンケート調査では、歩道や建物のバリアフリー化を推進することや電車
やバスの運営者に障がいのある人が外出しやすい対策等を呼びかけるこ
と、関係団体等アンケート調査では、障がいのある人が社会参加しやすい
よう、外出支援のさらなる充実が求められています。
【取り組みの方向性】
公共施設の改修を適時進めるとともに、駅等の多数の人が利用する民間の
建築物についても趣旨の徹底を図り、改修の促進を図ります。
また、歩道上に通行の障がいとなるものを置かないようにする等、住民の
マナーの改善を働きかけます。

53
だれもが住みやすいまちづくりを進めていくため、建築物や公園、道路、
住宅等の設置者や建築技術者はもとより、住民一人ひとりに対して、ユニ
バーサルデザインの考え方について普及・啓発を図ります。

社会福祉課 実施していない 　各関係機関の協力により普及・啓発について検討が必要。

54
公共施設等の多目的トイレやエレベーター、スロープ等の設置・改善を推
進します。また、障がい者用駐車場の確保に努めます。

建設整備課
(旧)都市計画課

社会福祉課
計画通りに実施

・国際交流会館：障害者等駐車場整備（園部公園からのスロープ整備含む）
・南丹市役所中央庁舎建設：多機能トイレ、思いやり駐車場の整備
・神吉自治振興会館建設：多機能トイレ、スロープの設置
・八木せきれい西放課後児童クラブ建設：多機能トイレ、スロープ設置

55

安全な歩行空間が確保できるように、歩道の拡幅や段差・傾斜の解消、白
線等の誘導ラインや視覚障がい者誘導用ブロック等、道路施設の改良を計
画的に推進します。
道路標識や案内の改良、音響式信号機の設置等、設備の改善を関係機関に
要望します。

建設整備課
(旧)道路河川課

一部、実施した
・市道木崎小桜線第２工区（南丹市園部町内林町　Ｌ＝78ｍ
・歩道拡幅（歩道端 3.3ｍ～3.7ｍ）発注（Ｒ5.7まで）

（２）だれもが暮らしやすい居住環境づくり

【現状と課題】
住宅は生活のための重要な基盤であり、障がいのある人のみならず、すべ
ての人が生涯を通じて快適に安心して生活できるようにすることが必要で
す。
【取り組みの方向性】
障がいのある人や高齢者等の多様なニーズに的確に対応し、身体機能の低
下や障がいが生じた場合にも、住み慣れた居宅で住み続けることができる
ように、住宅の改修を促進するとともに、設計や設備等の面で障がいのあ
る人に配慮した住宅等の整備促進に努めます。
また、障がいのある人の生活を支援するため、福祉・医療との連携を図る
とともに、住み慣れた地域で利用できる福祉サービスの提供に努めます。

56
高齢者や障がいのある人の入居に配慮し、公営住宅の建設・建て替えに際
しては、バリアフリー設計・改修を進めていきます。

都市計画課
(旧)営繕課

実施していない
　令和５年度において公営住宅の建設・建て替えはなく、今後も公営住宅等長寿命化計画により改修を進め
る。

57
住宅改造の経済的負担を軽減するため、居宅生活動作保護用具の給付や、
府の住宅建設（改良）資金の融資等の制度について、市広報をはじめ、
ホームページ、パンフレットによる周知と利用促進を図ります。

都市計画課
(旧)営繕課

社会福祉課
計画通りに実施 　京都府等との連携により各広報媒体により周知及び利用促進を図った。

事業項目

①ユニバーサルデザインの視点に立った生活
環境の整備

②公共施設などの整備・改善

③道路・交通安全施設の整備

①公営住宅におけるバリアフリー化

②各種給付・融資制度の周知

５　
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基本目標５

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

事業項目

（３）防災・防犯対策の推進と安全・安心な地域づくり

【現状と課題】
障がいの有無にかかわらず、市民が安全・安心に暮らせるよう、防災・防
犯対策の充実を図っています。
アンケート調査では、災害時の避難時の支援や避難所生活に対する不安が
多く、災害時の不安が軽減するよう防災対策の充実が求められています。
【取り組みの方向性】
障がいのある人が犯罪や事故の被害に遭うことがないように、また、防
犯・防災の情報不足からの不安感がないように、警察等関係機関や防犯協
会、障害者団体、ボランティア団体、地域団体等との連携を強化し、必要
な情報の提供等の充実を図ります。
また、地震や豪雨等による災害や火災が起きたとき、障がいのある人が安
心して避難できるように、あるいは安否確認や救出等が迅速に行えるよう
に、関係機関や地域団体等との連携を強化し、防災体制の確立を進めま
す。

58
日頃から障がいのある人のいる世帯と地域との交流が図られるよう、地域
の行事等の機会を捉えて福祉に関する意識啓発を行います。

社会福祉課 一部、実施した
　地域ケア会議など他分野の会議等への参加をして、地域の方に障がい者への配慮など障がい者理解等の
情報提供や連携を行った。

59

講習会や防災訓練を通じて、障がいのある人を含めた地域住民の防災意識
の向上を図ります。また、防災に関するパンフレットの作成・配布や避難
誘導板の設置を検討します。さらに、地域の実情にあった自主防災組織の
育成に努めるとともに、関係機関との連携協力体制を強化し、犯罪や災害
に強い地域づくりを推進します。

危機管理対策課
(旧)危機管理対策室

計画通りに実施

・障がいのある人も参加された南丹市総合防災訓練を開催した。
・各地域で自治会等が自主的に結成する自主防災組織における地域防災活動に対して補助金を交付する
ことにより自主防災組織の育成に努めた。
・南丹船井防犯協会に負担金を支出し、防犯活動を支援することにより犯罪に強い地域づくりを推進した。
・南丹市消防団及び京都中部広域消防組合と連携協力し、災害に強い地域づくりを推進した。

60

災害時要配慮者台帳の整備は、平常時の備えとして継続して実施すること
が必要であり、最新の情報が登録されるよう取り組みます。また、個別計
画については、必要性を周知し、地域において作成が進むよう働きかけま
す。さらに、災害時情報の伝達体制の整備を進めます。

福祉相談課 一部、実施した

　災害時要配慮者台帳を適正に整備することで、災害時情報の伝達整備を進めることができた。
・６月に関係機関へ更新台帳を配付
・２月に新規登録対象者651人に対して登録勧奨を実施
・３月に台帳登録者2,089人に対して登録内容の確認を実施

61

障がいのある人やその家族、入所支援施設等に対し、普段から防災に関す
る情報を提供し、災害時の行動規範の徹底や防災意識の高揚を図ります。
また、情報の提供にあたっては、障がいの種類や程度により様々な方法を
取り入れ、周知・徹底できるよう努めます。防災行政無線、文字放送、音
声告知放送、メール配信等を活用した災害情報伝達システムの利用拡充を
図ります。

危機管理対策課
(旧)危機管理対策室

計画通りに実施
　障がいのある人やその家族、入所支援施設等も含め、常に防災情報の提供を図っている。また、防災行政
無線、文字放送、音声告知放送、メール配信等を活用した災害情報伝達システムの利用拡充についても推
進を図った。

①地域における交流と周知

②地域における防災・防犯体制の強化

③南丹市災害時要援護者避難支援プランの推
進

④災害情報等の提供と防災意識の高揚

５　
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基本目標６

南丹市障害者計画（平成30年度～令和5年度）施策シート
現状（Plan/Do）　

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

（１）福祉の心・人権意識の高揚

【現状と課題】
障がいのある人が、地域であたり前に暮らすことができるようにするため
には、まず、障がいや障がいのある人に対する理解を深め、地域でともに
暮らす意識とともに、差別意識や偏見をなくす福祉意識や人権意識を高め
ることが必要です。
2016年（平成28年）4月には障害者差別解消法が施行され、また、アンケー
ト調査結果でも、住民の障がいへの理解を深めるため、啓発活動をさらに
推進していくことが求められています。
【取り組みの方向性】
関係者をはじめ、企業、サービス提供事業者、地域住民等すべての人に対
して、障がいや障がいのある人に対する理解啓発・広報活動を進めるとと
もに、人権意識の高揚を図ります。

62
市広報やホームページをはじめ、新聞、テレビ、CATV等のマスメディアを
積極的に活用し、広報・啓発に努めます。

社会福祉課 計画通りに実施
　行政が実施する事業等については、市ホームページ・SNS・ＣＡＴＶ・広報紙を活用し積極的に周知を図った。
また、データ放送（音声）の活用等で手に入れやすい情報の提供を行った。

63

「障害者の日（12月9日）」や「障害者週間（12月3～9日）」等の機会を捉
え、街頭啓発、リーフレットの配布、講演会等を行うことにより、住民が
障がいや障がいのある人に対する理解と認識を深めるとともに、障がいの
ある人があらゆる分野の活動に積極的に参加する意欲を高めるための運動
を展開することに努めます。

社会福祉課 計画通りに実施
　南丹市が事務局となっている南丹市身体障害者福祉会の各支部（園部・八木・日吉・美山）において、「障
害者週間」の啓発活動に取り組んだ。

64
障がいのある人と障がいのない人の相互理解、障がいのある人同土の相互
理解を進め、だれもが支えあい、尊重し合えるような施策の展開を検討し
ます。

社会福祉課 計画通りに実施 　誰もが支え合い、尊重し合うため、南丹市障害者差別解消法ガイドラインに基づいて、周知啓発に努めた。

65
各種障害者団体やボランティア団体等と連携して障がいのある人のニーズ
の把握に努め、障害者施策への反映に努めます。

社会福祉課 計画通りに実施
　社会福祉協議会と協力して各当事者団体やボランティア団体との連携を図り、障がい者支援のニーズ把握や
課題抽出を行った。

（２）地域のふれあい、支えあいの促進

【現状と課題】
地域の中で、ともに生き、ともに支えあう意識を築いていくためには、住
民同士の様々な交流の機会が必要です。
【取り組みの方向性】
地域団体や障害者団体等が、障がいのある人の参加しやすい行事等交流の
機会づくりを進められるよう、支援に努めます。
また、関係機関が連携し、ボランティア活動のきっかけづくりの場や機会
を充実し、身近な地域での障がいのある人とのふれあいや支えあい活動へ
の参加を促進します。

66
地域で生活している障がいのある人が安心して生活していけるように、地
域において障がいのある人のいる世帯を見守り、支援を行う地域コミュニ
ティ・ネットワークの構築を図ります。

社会福祉課 計画通りに実施

　市内４ヵ所に地域活動支援センターを開設し、障害者の居場所づくり、日中活動の場の提供を行った。（Ｒ５
実利用者数７４人、利用延人数１，８６４人）
　また、民生委員や地域のボランティアの参加する企画もあり、地域コミュニティとの交流についても積極的に行っ
た。

67
訪問活動・相談・付き添い・ガイドヘルプ・点訳・手話・要約筆記・音訳
等のボランティア養成講座を充実し、人材の育成を図ります。

社会福祉課 計画通りに実施 　手話・要約筆記奉仕員養成講座を開講し、コミュニケーション支援の人材育成に努めた。

68

地域で活動する人材の発掘・育成に努め、ＮＰＯやボランティア活動の育
成に努めます。
ＮＰＯやボランティア活動をより活性化するため、活動の場の提供等の支
援や連携を図り、地域とともに活動できるよう、支援を充実します。

福祉相談課
社会福祉課

計画通りに実施

　地域福祉活動・ボランティア活動の支援拠点の整備に努めるとともに、ボランティアコーディネーターの配置に向
けた支援を行った。
　また、市内で取り組まれている地域福祉活動等について、広報紙やホームページ等により情報発信を行い、社
会情勢に応じたボランティア活動の継続に関する支援につなげた。

事業項目

①各種メディアの活用

②「障害者週間」等の活用

③相互理解の促進

④関係団体等との連携の強化

①地域コミュニティ・ネットワークづくり

②ボランティア養成講座の充実

③ＮＰ０・ボランティア団体等の育成・支援

６　
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基本目標６

通
し
番
号

基本目標 事業内容 担当課
令和５年度
実施状況

令和５年度
取り組み状況

事業項目

【現状と課題】
住み慣れた地域の中で障がいのある人が安心していきいきと暮らすことが
できるようにするためには、障がいのある人に対する偏見・虐待の防止、
話し相手や見守り、買い物等、様々な生活課題やニーズに対応した、多様
な支援ネットワークづくりが必要です。
【取り組みの方向性】
住民を主体とした日常的な支援活動として、地域の特性に合わせたネット
ワークづくりを支援します。
また、地域ぐるみのネットワークが身近な地域における相談支援・見守り
機能として効果的・効率的に機能するように、支援を必要とする障がいの
ある人と様々な支援者とを結びつけたり、地域の様々な人や施設、活動等
が相互に連携・協力したりできるように、ボランティアや地域ネットワー
クのコーディネーターを育成する等、地域ぐるみのネットワークが機能す
るための体制の確立をめざします。

69
地域ケア会議等を中心に障がいのある人への見守り体制の確立を検討して
いきます。

社会福祉課 計画通りに実施 　障害者支援ネットワーク会議を各地域毎に開催し、地域における見守り体制の確立を図った。

（３）地域ぐるみのネットワークづくりの推進

①地域でのネットワーク体制の確立
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